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① 本町の上下水道の整備について 
 昭和３５年に始まる本町の上水道事業も今年で６５年目を迎え、また、下水道事
業も昭和４８年から開始され半世紀を過ぎています。当時の水道事業を担ってこら
れた全ての関係者の皆様のたゆまぬ努力のお陰を持ちまして今日まで安心安全な水
の供給がなされ、また、その適切な処理がなされてきたことにまずもって心より感
謝を申し上げます。 
 さて、その長きにわたる水道事業がゆえに、来る法定耐用年数が迫りつつある水
道管、また中にはすでに法定耐用年数を越している水道管と施設設備を含めた老朽
化、更新需要への対応そして耐震化への対応が急務の課題となっています。 
 その取り組みとして本町第１０次総合計画の中の基本目標５に上下水道の整備の

具体的な取り組みを掲げています。それらの取り組みを上下水道に分け、以下の４
項目ごとにその進捗状況を伺う。 
（１）上水道の整備について 
 （イ）安全な水の安定供給 
 （ロ）経営基盤の強化 
 （ハ）将来を見据えた水道施設の整備 

 （ニ）広域的な連携の推進 
（２）下水道の整備について 
 （イ）下水道施設の整備 
 （ロ）経営基盤の強化 
 （ハ）下水道施設の長寿命化等への対応 

 （ニ）下水道資源の有効利用 
 
② 地域防災の取り組みについて 
 昭和５７年７月の長崎大水害から４３年が過ぎようとしています。長与町を含む
長崎県全域で集中豪雨が発生しました。当時、長与町役場では、１時間に１８７㎜
という日本観測史上最大の雨量を記録しました。この豪雨により土石流や山崩れが
多発し、国道３４号線が寸断されるなど長崎県全体で甚大な被害が発生しました。
県内の死者・行方不明者は２９９名、住宅被害は３９,７５５戸に及びました。長与
町は平成２９年３月に長崎県より津波災害警戒区域に指定されています。また、長
崎県の防災・減災対策の取り組みを受け、長与町に於いてもハザードマップの作成
や防災訓練の実施など様々な取り組みが行われています。そこで、それらの取り組

みについて、次の質問をします。 
（１）本町の土砂災害のリスクについて伺う。 
（２）本町の防災対策の現状と課題について伺う。 
（３）本町の防災予算と防災設備状況について伺う。 
（４）長与町と株式会社ゼンリンが締結した「災害時における地図製品等の供給等

に関する協定」について伺う。 
（５）長与町と三宝商事株式会社が締結した「災害時における施設利用及び物資供

給等に関する協定」について伺う。 

 


